[bookmark: 【財務了】（別記様式）輸入小麦等食品原材料価格高騰緊急対策事業実施要領.pdf]別記様式第１号（第２第１項関係）
番	号　
年	月	日　

大臣官房総括審議官（新事業・食品産業） 殿

所	在	地
団	体	名
代表者の役職及び氏名　　　特認団体承認申請書
１ 事業名

２ 団体の名称

３　主たる事務所の所在地 ４　代表者の役職名及び氏名 ５　設立年月日
 (
名称
所在
地
代
表
者
氏
名
大企業・中
小企業の
別
従業
員数
資本
金
年
間
販
 
売
額
主要
事業
備考
)６　事業年度（ 月～ 月） ７　構成員




（注）生産者団体等については、これに準じた様式とすること。 ８　設立目的
９ 事業実施計画の内容

10 特記すべき事項

11 添付書類
（１）定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規程（又はこれに準ずるもの）及び総会等で承認されている直近の事業計画及び収支予算等
（２）新たに設立された団体にあっては、設立に関する関係者の協議・調整等を示す書類
（設立総会資料、設立総会議事録等）
（３）その他参考資料

別記様式第２号（第３第１項関係）
番	号
年	月	日

大臣官房総括審議官（新事業・食品産業） 殿

所	在	地事業実施主体名
代表者の役職及び氏名


○○年度農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業に係る公募選考委員会による審査結果報告について

農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業実施要領第３第１項の規定に基づき、別添のとおり報告する。


（注）関係書類として、提出のあった全ての課題提案書及び審査結果一覧を添付すること。
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別記様式第３号（第３第１項関係）


番	号
年	月	日

大臣官房総括審議官（新事業・食品産業） 殿

所	在	地事業実施主体名
代表者の役職及び氏名


○○年度農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業補助金の交付状況の報告について

農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業実施要領第３第１項の規定に基づき、別添のとおり報告する。


（注）関係書類として、農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業の事業実施計画及び交付決定通知書の写しを添付すること。
別記様式第４号（第７第１項関係）


○○年度農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業実施計画


○○年度農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業実施要領第７第１項の規定に基づく事業実施計画は以下の通りである。


（注）１　関係書類として、別添「第１ 総括表」及び「第２ 事業実施計画添付資料」を添付すること。
２　変更の場合には、本様式中「事業の目的」とあるのは、「変更の理由」とし、事由の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経費の配分を容易に比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。ただし、事業内容のうち当該変更の対象外となるものについては、省略する。
３　中止又は廃止の場合には、本様式中「事業の目的」とあるのは、「中止（廃止）の理由」とし、当該箇所に事業を中止し、又は廃止する理由について記載すること。
４　事業実施結果に係る報告書として本様式を用いる場合には、別添「第１ 総括表」及び「第２ 事業実施計画添付資料」には実績を記載すること。

別 添

第１ 総括表


	
事業種類
	
事業細目
	
事業費
	負担区分
	
事業の委託
	
備考

	
	
	
	国庫補助金
	事業実施主体
	
	

	
	
	千円
	千円
	千円
	(1) 委託先
(2) 委託する事業の内容及び当該事業に要する経費
	

	
合	計
	
	
	
	
	


（注）１ 事業種類は、交付等要綱別表の区分により記入すること。

第２ 事業実施計画添付資料

（１）事業の目的


（２）事業の効果（本事業の実施による効果及びその検証方法）


（３）事業実施主体の概要及び添付資料

① 事業実施主体の概要ア	名	称
イ	主たる事務所の所在地ウ	代表者名
エ	構成員数 オ	従業員数 カ	設立年月日

②	添付書類
ア	定款又はこれに準ずる規約イ	役員等名簿
ウ	事業計画、収支予算書、収支決算書等
エ	その他総括審議官が特に必要と認める資料



（４）組織の体系及び年間計画
①	組織の体系図（事業実施・経理その他管理体制）

②	年間計画
	主な事業内容
	第１四半期
（４－６月）
	第２四半期
（７－９月）
	第３四半期
（10－12 月）
	第４四半期
（１－３月）

	
	
	
	
	



（５）事業の内容

ア 事業目標
	事業目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


注１：事業目標（達成すべき成果）欄には、達成すべき定量的な目標について記入すること。
注２：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入すること。


別記様式第５号（第７第２項関係）

〇年度　農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業補助金
交付決定前着手届出

番    　号　
年  月  日　

  農林水産大臣　殿　

所  在  地　　　　　　　　　　　
団  体  名　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　

事業に着手した後は、交付決定を受けるまでは、事業実施計画の変更を行わないことを条件に、交付決定を受ける前に事業に着手したいので、農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業実施要領第７第２項の規定に基づき届け出る。

記


１　事業の区分
　２　事業費（円）
　３　着手予定年月日
　４　完了予定年月日
　５　交付決定前に事業に着手する理由


別記様式第６号（第 ８ 関係）



番	号
年 月 日

大臣官房総括審議官（新事業・食品産業） 殿

所	在	地事業実施主体名
代表者の役職及び氏名


○○年度農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業実施規程の承認（変更の承認）申請について

農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業実施要領第８の規定に基づき、農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業実施規程の承認（変更の承認）を申請する。


別記様式第７号（第９第２項関係）


番	号
年	月	日

大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）	殿

所 在	地
事業実施主体名
代表者の役職及び氏名


○○年度農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業に係る事業成果状況
報告書

○○年度に実施した事業に係る事業成果状況について、農林水産業と食品産業の連携強化・拡大支援事業実施要領第９第２項に基づき、下記のとおり報告する。

記

１　事業実施主体名：
所在地：
担当者名及び役職：
電話番号：
メールアドレス：

２ 事業計画に定めた成果目標及びその達成状況

３　評価 A（目標を上回る進捗）､B（目標値どおりの進捗）､C（目標値を下回る進捗） 
４  所見（より効果を高めるための改善点等）

